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＜令和３年度基金充当分＞ 

事業の区分 １－１．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設

備の整備に関する事業 

事業名 【No.１（医療分）】 

病床の機能分化・連携を推進するための

基盤整備支援事業 

【総事業費】 

1,708,414 千円 

【R5 事業費】 

40,000 千円 

事業の対象となる区域 全県域 

事業の実施主体 病院、福島県 

事業の期間 令和３年４月１日～令和６年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

2025 年（令和 7 年）には「団塊の世代」が全て 75 歳以上

の後期高齢者となり、医療・介護需要が増加することが見込

まれる。そのため、県内各地域で必要とされる医療機能の提

供体制を整備することが必要となり、病床の機能分化・連携

を推進するための施設・設備整備支援が有効となる。 

また、地域医療構想に基づく病床機能の転換や機能分化・

連携への取組を推進するためには、病院経営上の影響が大き

な判断材料となる。このため、病院経営セミナーや地域医療

構想に係る勉強会等を開催し、病床機能の転換や機能分化・

連携への取組を促すことが有効である。   

さらに、地域医療構想アドバイザーを調整会議に派遣や、

県主催の研修会を開催し議長などを中心に今後の進め方や

他構想区域との情報共有を行うことで、地域医療構想調整会

議の活性化を図ることが、地域医療構想達成に必要である。 

アウトカム指標：  

地域医療構想に基づき令和 7年度に必要となる病床数  

※暫定推定値 

医療機能 現状（H27） 必要病床数（R7） 

高度急性期 1,219 床 1,538 床 

急性期 12,140 床 5,380 床 

回復期 1,699 床 5,157 床 

慢性期 4,229 床 3,322 床 
 

事業の内容（当初計画） 病床機能の転換を進める上で、定義の異なる病床機能報告

と地域医療構想の病床機能の必要量の比較で議論をするこ

とを疑問視する声が多くなっており、医療機関が納得できる

指標を検討することが求められている。そのため、H30 年度

において病床機能の定量基準の作成に取り組んだが、さらに



   

169 

 

医療行為等による分類指標について検討を行い、本県におけ

る医療機能の見える化を図るための分類基準を作成し、民間

コンサル等による診療データ等の分析を行い、病院や診療所

の医療提供体制における課題及び医療機関の機能を適切に

把握し、各医療機関の病床機能分化・連携等の検討を支援す

ることにより、病床機能の転換等を進めていく。 

さらに、有識者等による病院経営セミナーや地域医療構

想調整会議を円滑に進めるための勉強会等を開催し、病床

機能の転換や機能分化・連携への取組を促す。 

なお、開催にあたっては、医師会や厚生労働省とも連携

しながら進める。 

以上に加え、地域医療構想アドバイザーを調整会議に派

遣し議論の活性化に取り組むとともに、県主催の研修会を

開催し議長などを中心に今後の進め方や他構想区域との情

報共有を行うことで、調整会議の円滑運営と地域医療構想

の達成を目指す。 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

・施設設備整備支援医療機関数：3機関 

・経営セミナーの開催回数：1回  

・県主催研修会：1 回 

・コンサルティング等による病床機能分化・連携等の検討支援数 ：1 

・地域医療構想アドバイザー派遣：6調整会議 

アウトプット指標（達

成値） 

・施設設備整備支援医療機関数：２機関 

・経営セミナーの開催回数：０回 

・県主催研修会：０回 

・コンサルティング等による病床機能分化・連携等の検討支援数：１ 

・地域医療構想アドバイザー派遣：０調整会議 

※病床機能の変更を計画していた病院がコロナ禍による対

応に追われ、予定どおりの変更が実施できなかった。また、

コロナ禍における病院の繁忙によりセミナーや研修会を開

催することができなかった。 

 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：  

地域医療構想に基づき令和 7年度に必要となる病床数 

※暫定推定値 

医療機能 現状（H27） 必要病床数

（R7） 

病床機能報告

（R5） 

高度急性期 1,219 床 1,538 床 940 床 

急性期 12,140 床 5,380 床 10,572 床 
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回復期 1,699 床 5,157 床 2,574 床 

慢性期 4,229 床 3,322 床 3,305 床 

・「病床の機能分化・連携を推進するための基盤整備支援事

業」実施件数  R5:1 件 

観察できた → 医療機能について、R7 必要病床数への転換

等が観測できた。 

（未達成の理由と改善の方向性） 

・資材高騰により、補助対象事業の着工を延期する医療機関

が多く見受けられた。 

・コロナ等の影響によりセミナーや研修会を開催することが

できなかった。 

・引き続き基盤整備支援事業の活用やセミナー等の開催によ

り医療機能の転換を支援する。 

（１）事業の有効性 

コロナ禍にあったものの、地域医療構想調整会議を書面に

より開催し、病床機能の転換や機能分化・連携への取組が促

された。また、医療機関における地域に必要となる病床機能

への転換等に係る施設設備整備支援を行い、病床の機能分

化・連携が促された。 

（２）事業の効率性 

事業実施により、病床の機能分化・連携が効率化された。 

その他  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.11（医療分）】 

訪問診療同行研修事業 

【総事業費】 

10,927 千円 

【R5 事業費】 

4,681 千円 

事業の対象となる区域 全県域 

事業の実施主体 医療関係団体等 

事業の期間 令和３年４月１日～令和６年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

今後、増加が見込まれる在宅医療ニーズに対して、適切な

医療・介護サービスが供給できるよう在宅医療を担う人材の

確保・育成を行い、在宅医療提供体制を強化する必要がある。 

アウトカム指標： 

訪問診療を受けた患者数（レセプト件数）の増加 

H30：95,037→R3：103,000 以上 

事業の内容（当初計画） 新たに在宅医療を開始する医師等を対象に、在宅医療の

やりがい、在宅患者や家族のケアの方法、多職種連携の方

法、在宅医療に関する診療報酬等を学ぶ研修（オンライン

研修、VR 研修、現場研修等）を実施する。 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

・研修会開催回数 3 回 

・受講者数 150 人 

アウトプット指標（達

成値） 

〈令和３年度〉 

・研修会開催回数 １回 

・受講者数 15 人 

〈令和４年度〉 

・研修会開催回数 3 回 

・受講者数 219 人 

〈令和５年度〉 

・研修会開催回数 4 回 

・受講者数 200 人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

〈令和３年度〉  

訪問診療を受けた患者数（レセプト件数）の増加 

H30：95,037→R3：調査中 

観察できなかった→ 

（代替指標） 

・在宅療養支援病院数の増  R2：12 カ所→R3：13 カ所 

〈令和４年度〉  
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訪問診療を受けた患者数（レセプト件数）の増加 

観察できなかった→R4：NDB 非公表情報のため 

（代替指標） 

・在宅療養支援病院数の増  R2：12 カ所→R4：13 カ所 

・在宅死亡率の割合  R4：未公表（R2：22.3％→R3：29.8％） 

〈令和５年度〉 

訪問診療を受けた患者数（レセプト件数）の増加 

観察できなかった→R5：NDB 非公表情報のため 

（代替指標） 

・在宅療養支援病院数の増  H30：10 箇所→R5：19 箇所 

・在宅死亡の割合の増    H30：20.5％→R3：27.7％ 

（１）事業の有効性 

〈令和３年度〉  

令和３年度は、県医師会へ業務委託する形で、初めて座学

研修を１回開催した。事業周知を行い、次年度以降アウトプ

ット目標値の達成を目指していく。 

〈令和４年度、令和５年度〉 

県医師会へ委託し実施。在宅医療に関する座学研修（年２

回）の開催に加え、訪問診療に係る同行訪問研修を実施する

ことで研修参加者の実務的な診療スキルの向上を図った。 

（２）事業の効率性 

〈令和３年度〉  

新型コロナウイルス感染拡大を考慮し、WEB 開催により、

事業の効率化を図った。 

〈令和４年度、令和５年度〉 

新型コロナウイルス感染拡大を考慮し、研修会を対面及び

WEB 併用により開催することで事業の効率化を図った。 

 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.25（医療分）】 

新人看護職員研修事業（新人看護職員研修） 

【総事業費】 

70,418 千円 

【R5 事業費】 

23,375 千円 

事業の対象となる区域 全県域 

事業の実施主体 県内医療機関 

事業の期間 令和３年４月１日～令和６年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

看護職が不足する中、新人看護職員の研修を実施すること

で、新人看護職員の早期戦力化及び離職防止、定着化を図る

必要がある。 

アウトカム指標： 

県内常勤看護職員離職率（病院看護実態調査より） 

・県内常勤看護職員離職率（病院看護実態調査より） 

H28：8.2％ → H29：8.5% → H30：7.5％ → R1：6.9％ 

 → R2：9.2％ → R3：7.3%→ R4：8.9％→R5：9.6％ 

事業の内容（当初計画） 新人看護職員に対し研修を行う病院に対して、その研修

にかかる経費の補助を行う。所属施設での研修機会の少な

い新人看護職員も参加可能な集合研修を行う。 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

・新人看護職員が在籍する病院 53 施設に対する補助 

・研修参加数 700 名 

アウトプット指標（達

成値） 

・新人看護職員が在籍する病院 47 施設に対する補助 

・研修参加数 585 名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：  

県内常勤看護職員離職率（病院看護実態調査より） 

H28：8.2％ → H29：8.5% → H30：7.5％ → R1：6.9％ 

 → R2：9.2％ → R3：7.3%→ R4：8.9％→R5：9.6％ 

R3 は、R5 年度と比較して３割ほど調査への回答病院数が

少なかった。他の年度を見ても、回答病院数が多いほど離職

率の数字は高くなっており、今回もそれが影響したと考えら

れる。 

（代替指標） 

 令和６年３月に本県が公表した「福島県看護職員需給計

画」において、県内の看護職員等の就業者数は年々増加し

ている。このため、看護職の安定的な確保に本事業が寄与

していると考えられる。 
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（１）事業の有効性 

新人看護職員の研修は、臨床実践能力の習得だけでなくサポー

ト体制を構築することができるため、新人看護職員研修に対して

補助を行うことは新人看護職員の定着化に対して有効であった。 

（２）事業の効率性 

新人看護職員研修ガイドラインに沿った研修を実施する病院が増

えるにつれて、研修責任者や教育担当者も増加しており、多くの

参加者を募ることができ、効率的な事業が実施できた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.26（医療分）】 

新人看護職員研修事業（研修責任者等研修） 

【総事業費】 

9,840 千円 

【R5 事業費】 

3,807 千円 

事業の対象となる区域 全県域 

事業の実施主体 福島県（福島県看護協会） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和６年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

看護職が不足する中で、教育指導者層の指導能力の向上に

より、新人看護職個々人の看護能力の向上を図る必要があ

る。 

アウトカム指標： 

県内常勤看護職員離職率（病院看護実態調査より） 

H27：8.2％ → H28：8.5% → H29：7.5％ → H30:6.9％ → 

R1:9.2％ → R2:9.8→R3：7.3%→ R4：8.9％→R5：9.6％ 

事業の内容（当初計画） 新人看護職員研修体制の構築、企画及び評価に関するこ

とを研修担当者の階層別に研修を行う。 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

・教育担当者研修、実地指導者研修：各１回 

・教育担当者研修参加者数：80 名、実施指導者研修参加者数：

120 名 

アウトプット指標（達

成値） 

・教育担当者研修、実地指導者研修、研修責任者研修：各１

回 

・教育担当者研修参加者数：73 名、実施指導者研修参加者数：

106 名、研修責任者研修：17 名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：  

県内常勤看護職員離職率（病院看護実態調査より） 

（病院看護実態調査より） 

H28：8.2％ → H29：8.5% → H30：7.5％ → R1：6.9％ 

 → R2：9.2％ → R3：7.3%→ R4：8.9％→R5：9.6％ 

観察できなかった 

R3 は、R5 年度と比較して３割ほど調査への回答病院数が少

なかった。他の年度を見ても、回答病院数が多いほど離職率

の数字は高くなっており、今回もそれが影響したと考えられ

る。 

（代替指標） 

 令和６年３月に本県が公表した「福島県看護職員需給計

画」において、県内の看護職員等の就業者数は年々増加し
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ている。このため、看護職の安定的な確保に本事業が寄与

していると考えられる。 

 

 

（１）事業の有効性 

新人看護職員研修の目標、目的が医療機関に周知されつつ

あり、受講者が前年度を上回った。受講者アンケートでは、

今後の活用度が高い有意義な研修となったとの回答が多く

上がった。 

（２）事業の効率性 

 多忙な業務の中、新人指導についての研修のあり方につい

て、研修を通してしっかりと時間を取り学ぶことの重要性を

周知することができた。 

その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.37（医療分）】 

医療機関における看護力向上支援事業 

【総事業費】 

19,899 千円 

【R5 事業費】 

7,270 千円 

事業の対象となる区域 全県域 

事業の実施主体 福島県（福島県看護協会） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和６年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

医療機関における看護職員に対する研修により、看護の質

の向上や離職防止を図り、原子力災害等の影響による離職や

県外流失で減少した看護職の安定的な養成・確保を進める。 

アウトカム指標： 

県内常勤看護職員離職率（病院看護実態調査より） 

H28：8.2％→H29：8.5%→H30：7.5％→R1:6.9％→R2:9.2% 

→R3:7.3→R4:8.9→ R5:調査中。 

事業の内容（当初計画） 医療機関のニーズに応じた認定看護師等を講師として定

期的に派遣し、感染管理や医療安全管理における看護実践

能力を高めるための研修を実施する。 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

・医療機関 10 か所程度 

・認定看護師等を 8 回（1～2回／月）派遣 

アウトプット指標（達

成値） 

・医療機関１２か所程度 

・認定看護師等を 5 回（1回／月）派遣 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：  

県内常勤看護職員離職率（病院看護実態調査より） 

H28：8.2％→H29：8.5%→H30：7.5％→R1:6.9％→R2:9.2% 

→R3:7.3％→R4:8.9％→ R5:調査中。 

観察できなかった→7.3％から 9.6％に増加した。 

 ※ R3 は、R5 年度と比較して３割ほど調査への回答病院

数が少なかった。他の年度を見ても、回答病院数が多い

ほど離職率の数字は高くなっており、今回もそれが影響

したと考えられる。 

 （代替指標） 

  令和６年３月に本県が公表した「福島県看護職員需給計

画」において、県内の看護職員等の就業者数は年々増加し

ている。このため、看護職の安定的な確保に本事業が寄与

していると考えられる。 
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（１）事業の有効性 

県内医療機関等に認定看護師を派遣することにより、専門

的知識・技術を提供することで、感染管理や医療安全管理な

どの看護実践能力を高める研修を実施することができた。 

（２）事業の効率性 

リモートでの研修会を兼用することで、コロナ禍であって

も当初事業計画に基づき実施することが出来た。 

その他  
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事業の区分 Ⅵ 勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する事業 

事業名 【No.75（医療分）】地域医療勤務環境改善体

制整備事業 

【総事業費】 

101,594 千円 

【R5 事業費】 

41,774 千円 

事業の対象となる区域 全県 

事業の実施主体 福島県 

事業の期間 令和３年４月１日 ～ 令和６年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

福島県においては、2024 年 4 月からの医師に対する時間

外労働の上限規制の適用開始に向け、医師の労働時間短縮を

進める必要がある。 

アウトカム指標： 

・特例水準のうちＢ水準指定予定医療機関 

 18 医療機関（R5.2 月末現在）→15 医療機関（R5 年度） 

事業の内容（当初計画） 医師の労働時間短縮に向けた、総合的な取組を実施する

ための事業に必要な経費を支援する。 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

・総合的な取組を実施する医療機関数 ３病院 

アウトプット指標（達

成値） 

・総合的な取組を実施する医療機関数 ４病院 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標： 

・特例水準のうちＢ水準指定予定医療機関 

 18 医療機関（R5.2 月末現在）→10 医療機関（R5 年度末） 

観察できた → Ｂ水準指定予定医療機関が 18 医療機関か

ら 10 医療機関に減少した。 

※ うち９医療機関は、令和５年度に指定済み。 

（１）事業の有効性 

 休日・時間外労働時間が年間 960 時間を超えるおそれがあ

る医師が在籍する医療機関のうち、申請のあった４病院に対

して、本事業を通じて、医師の労働時間短縮に向けた取組支

援を行うことができた。 

 なお、２病院については、令和６年４月から適用される医

師の休日・時間外労働時間の上限規制においてＡ水準とし、

医療機関における労働時間短縮の取組が進められた。 

（２）事業の効率性 

 休日・時間外労働時間が年間 960 時間を超えるおそれがあ
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る医師が在籍する医療機関に対し、勤怠管理システム導入経

費や医師の働き方改革に係るコンサルティング経費等を補

助することにより、医療機関が行う医師の労働時間短縮に関

する取組を支援した。 

その他  積極的に本事業の対象となる病院に対して、個別に活用を

呼びかけ、医師の労働時間短縮に関する取組を支援してい

く。 
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事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業  

事業名 【NO.1】 

小規模介護施設等整備事業 

【総事業費 

(計画期間の総額)】 

1,230,000 千円 

【R5 事業費】 

339,106 千円 

 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 福島県 

事業の期間 令和 3年 4月 1日～令和 6年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を

図る。 

 

アウトカム指標：高齢者が可能な限り住み慣れた地域にお

いて住宅系サービス、施設居住系サービスの提供を受け、継

続して日常生活を営むことができる。  

事業の内容（当初計画） 

 

 ②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支

援を行う。（36 施設） 

 
 ③介護サービスの改善を図るための既存施設等の改修に
対して支援 
を行う。（1施設） 

 
 

①地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。 

整備予定施設等  

 地域密着型特別養護老人ホーム 1 施設  

 認知症高齢者グループホーム 10 施設  

 小規模多機能型居住介護事業所      2 施設  

 認知症対応型デイサービスセンター 5 施設  

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・地域包括ケアシステムの構築に向けて、介護保険事業支

援計画等において予定している地域密着型サービス施設等

の整備を行う。 
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アウトプット指標（達成

値） 

以下の施設整備に対する補助金の交付決定をした。 

〇R3 年度 

地域密着型サービス施設等の整備 

施設区分 補助数 

認知症高齢者グループホーム 8 施設 

認知症対応型デイサービスセンター 1 施設 

看護小規模多機能型居宅介護事業所 1 施設 

小規模多機能型居宅介護事業所 3 施設 

 

②施設等の開設・設置に必要な準備経費 

施設区分 補助数 

特別養護老人ホーム 3 施設(210 床) 

小規模多機能型居宅介護事業所 3 施設(27 床) 

認知症高齢者グループホーム 9 施設(118 床) 

看護小規模多機能型居宅介護事業所 1 施設（7床） 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 2 施設 

小規模多機能型居宅介護支援事業所 1 施設(1 床) 

訪問看護ステーション（サテライト型事業所の設

置） 

1 施設 

訪問看護ステーション（大規模化） 1 施設 

 

〇R5 年度 

①地域密着型サービス施設等の整備 

施設区分 補助数 

認知症高齢者グループホーム 4 施設 

 

②施設等の開設・設置に必要な準備経費 

施設区分 補助数 

特別養護老人ホーム 1 施設(120 床) 

介護施設等の大規模修繕の際にあわせて行う介護

ロボット・ICT の導入支援 

2 施設（166 床） 

 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1年以内のアウトカム指標：  

・市町村が行う地域密着型サービス施設等の整備促進を図

る。 

観察できた→地域密着型介護老人福祉施設等の整備が進め

られている。 

（１）事業の有効性 

・住み慣れた地域に施設等を整備することにより、入所を

希望する要介護者が入所することができるとともに、身近
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で介護サービスを受けることができるようになる。 

（２）事業の効率性 

（例）調達方法や手続について行政の手法を紹介すること

で一定の共通認識のもとで施設整備を行い、調達の効率化

が図られた。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.2】 

地域住民や学校の生徒に対する介護や

介護の仕事の理解促進事業 

【総事業費】 

26,205 千円 

【うち R5 事業費】 

8,492 千円 

事業の対象となる区域 全県域 

事業の実施主体 県、市町村、医療・介護団体、NPO、施設及び介護事業所 

事業の期間 令和 3年 4月 1日～令和 6年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

・高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築

を図る 

アウトカム指標： 介護サービス従事者数の増 

事業の内容（当初計画） ・学生の将来の職業選択に大きな影響を及ぼす進路指導担

当者や保護者も含めた、多様な年齢層に向け発信するため

の経費や地域の教育資源等を活用した地域住民に対する基

礎的な介護技術の講習会等の実施 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

①福祉介護の職場体験 250 人 

②仕事説明会 25 回 

③職場見学会 30 施設 

④親子施設見学会 3施設 

⑤学校訪問 35 回 

⑥学校教諭との意見交換 7 回 

⑦介護福祉士養成施設との意見交換 1 回 

アウトプット指標（達成

値） 

①福祉介護の職場体験 112 名 

②仕事説明会 8回 210 名 

③職場見学会 23 施設 127 名 

④親子施設見学会 3施設 21 名 

⑤学校訪問 24 回 

⑥学校教諭との意見交換 6 回 

⑦介護福祉士養成施設との意見交換 1 回 

事業の有効性・効率性 介護の仕事について、広く正しく周知することができた。 

（１）事業の有効性 

介護の仕事について広く正しく周知された。 

（２）事業の効率性 
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学生や児童、一般県民を対象に職場体験等を実施し、福祉・

介護の仕事を広く正しく周知できた。 

 

その他 Ｒ５事業規模 26,560 千円（H27 補 16,488 千円充当） 

 

  



   

186 

 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.4】 

介護未経験者に対する研修支援事業 

【総事業費】 

69,946 千円 

【うち R5 事業費】 

19,349 千円 

事業の対象となる区域 全県域 

事業の実施主体 県、市町村、医療・介護団体、NPO、施設及び介護事業所 

事業の期間 令和 3年 4月 1日～令和 6年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

・高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築

を図る 

アウトカム指標： 介護サービス従事者数の増 

事業の内容（当初計画） ・介護職員初任者研修の実施。 

①介護施設・事業所実施に対する支援。 

②市町村が実施又は補助に対する支援。 

③学生向け初任者研修の開催。 

④その他事業者が実施又は補助に対する支援。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

①基金事業 300 人受講 ②市町村 130 人受講 ③高校生 

70 人受講 

アウトプット指標（達成

値） 

①主催事業等補助 678 人受講 ②市町村 120 人受講 ③ 

高校生５８人受講 

事業の有効性・効率性 初任段階の研修を支援することで、介護職員従事者数の増

加が図られる。 

観察できた→受講者の資格取得、職場定着に繋がった。 

 

（１）事業の有効性 

介護事業所の初任者研修、介護未経験者や介護に関心を持

つ学生に初任者研修を受講させることで、資格を取得させ、

福祉介護分野での就労を支援することができた。 

（２）事業の効率性 

研修の実施い意欲的な施設や学校に補助等を行うことで、

創意工夫して事業が実施され、効率的な事業を行うことが

できた。 

その他 Ｒ５事業規模 51,495 千円（Ｒ2 21,652 千円充当） 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.5】 

多様な人材層（若者・女性・高齢者）に

応じたマッチング機能強化事業 

【総事業費】 

37,914 千円 

【うち R5 事業費】 

6,442 千円 

事業の対象となる区域 全県域 

事業の実施主体 福島県 

事業の期間 令和 3年 4月 1日～令和 6年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

・高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築

を図る。 

アウトカム指標： 介護サービス従事者数の増。 

事業の内容（当初計画） ・介護求職者を対象とした、就労説明会、就職マッチング面

接会等を実施する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

介護サービス従事者数の増 

アウトプット指標（達成

値） 

相談会参加者 192 人、セミナー参加者 646 人、うち福祉職

への就職者 218 名、就職説明会（WEB）による採用者数 15 名 

事業の有効性・効率性 介護の現場での就労を希望する者に就職の機会を提供する

ことで、介護人材の確保が図られる。 

観察できた→介護人材が不足している地方での人材確保に

つながっている。 

（１）事業の有効性 

福祉・介護分野における求職者に対し、職業紹介時におけ

る支援にとどまらず、就職活動ならびに就職後の定着支援

を含む継続的な支援を行った。 

（２）事業の効率性 

県内ハローワークでに相談支援や就職フェア・セミナー等

を行うことで、マッチングを積極的に勧めることができた 

その他 Ｒ５事業規模 44,365 千円（Ｒ2 1,140 千円充当） 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.6】 

介護現場における多様な働き方導入モ

デル事業 

【総事業費】 

10,869 千円 

【うち R5 事業費】 

20 千円 

事業の対象となる区域 全県域 

事業の実施主体 福島県 

事業の期間 令和 3年 4月 1日～令和 6年 3月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

・高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築

を図る。 

アウトカム指標： 介護サービス従事者数の増。 

事業の内容（当初計画） 職員の業務量を洗い出し、見直しや再配分をすることで、

人員増を伴わずに、「1 日 10 時間の週 4 日勤務」導入の実

現を目指し、残業時間の減や、ワークライフバランスの向

上を図る 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

導入施設 3施設 

アウトプット指標（達成

値） 

導入計画３施設 

うち導入２施設 

事業の有効性・効率性 モデル事業への参加希望 8 事業所から 3 事業所を選定し、

週休 3日制を導入を支援し、2時事業所への導入に至った。 

（１）事業の有効性 

導入した事業所では、「残業が減った」「利用者の状態がよ

く分かるようになった」「職員募集時の差別化が図られた」

等の効果があった。 

（２）事業の効率性 

導入した２事業所は、県内の先進事業所として活躍してお

り、導入年度以降も積極的な広報活動に期待できる。 

その他 Ｒ５事業規模 6,816 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.7】 

介護に関する入門的研修の実施等から

マッチングまでの一体的支援事業 

【総事業費】 

3,958 千円 

【うち R5 事業費】 

4,134 千円 

事業の対象となる区域 全県域 

 

事業の実施主体 福島県、市町村 

事業の期間 令和 3年 4月 1日～令和 6年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

・高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築

を図る。 

アウトカム指標： 介護サービス従事者数の増。 

事業の内容（当初計画） ・介護未経験の一般の方を対象に介護に関する入門的研修

の研修会と受講生を対象としたマッチングを実施する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

150 人受講 

アウトプット指標（達成

値） 

78 名受講 

事業の有効性・効率性 初任段階の研修を支援することで、介護職員の定着促進が

図られる。 

観察できた→受講者の資格の取得・職場定着に繋がってい

る。 

（１）事業の有効性 

介護に関心を持つ介護未経験者に対して、介護の業務に携

わる上での不安を払拭するための基本を取得することがで

きた。 

（２）事業の効率性 

他事業と一体的に実施することで、初任者研修を活用でき、

意欲のある人材の効率的な資格取得に繋がった。 

その他 Ｒ５事業規模 4,210 千円（Ｒ2 76 千円充当） 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.8】 

介護分野への元気高齢者等参入促進セ

ミナー事業 

【総事業費】 

16,222 千円 

【うち R5 事業費】 

454 千円 

事業の対象となる区域 全県域 

事業の実施主体 福島県、市町村 

事業の期間 令和 3年 4月 1日～令和 6年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

・高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築

を図る。 

アウトカム指標： 介護サービス従事者数の増。 

事業の内容（当初計画） ・介護助手の活用を考えている施設を対象とした研修会を

実施する。また、元気高齢者や子育てが一段落した方を対

象とし、介護助手として就職するようマッチング支援を実

施する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

100 人就職 

アウトプット指標（達成

値） 

問い合わせ 320 件 見学 117 件 応募 120 件 採用 75 件 

事業の有効性・効率性 地域の元気な高齢者や主婦などの方々を介護助手として雇

用することで、介護人材の確保が図られる。 

観察できた→介護職員の負担軽減につながるとともに、介

護業務が整理されることで機能分化を図ることができた。 

（１）事業の有効性 

・子育て世代者や介護に関する資格や経験のない方などの

すそ野を広げて採用することができた。 

（２）事業の効率性 

現在働く介護職員の負担軽減が図ることができた。 

その他 Ｒ５事業規模 454 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.10】 

外国人留学生及び特定技能 1 号外国人

のマッチング支援事業 

【総事業費】 

9,947 千円 

【うち R5 事業費】 

10,742 千円 

事業の対象となる区域 全県域 

事業の実施主体 福島県、市町村 

事業の期間 令和 3年 4月 1日～令和 6年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

・高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築

を図る。 

アウトカム指標： 介護福祉士養成施設への外国人留学生

数。 

事業の内容（当初計画） ① WEB 合同説明会の開催等のマッチング支援 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

① 5 名程度 

 

アウトプット指標（達成

値） 

3 法人に対し 14 名のマッチングを行った 

事業の有効性・効率性 外国介護人材の受入体制を構築し、介護サービス従事者数

の増加が図られる。 

観察できた→14 名の外国人介護人材の受入ができた。 

（１）事業の有効性 

web を通じた送り出し国等との調整、マッチング支援を必

要とする介護施設等との情報収集・情報提供ができた。 

（２）事業の効率性 

介護の現場の実態に精通しており、外国人介護人材の受入

の知識や経験のある老施協に委託したことにより、効率的

に事業を実施した。 

その他 Ｒ５事業規模 11,581 千円（Ｒ元 838 千円充当） 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.11】 

介護分野就職支援金貸付事業 

【総事業費】 

19,780 千円 

【うち R5 事業費】 

4,078 千円 

事業の対象となる区域 全県域 

事業の実施主体 福島県 

事業の期間 令和 3年 4月 1日～令和 6年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

・高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築

を図る。 

アウトカム指標： 定着率（返還免除件数／貸付件数） 

事業の内容（当初計画） 介護分野就労支援金（１回を限度、２０万円）を貸し付ける 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

86 件 

アウトプット指標（達成

値） 

10 件 

事業の有効性・効率性 他職種で働いていた方等の介護分野への参入促進を図る。 

観察できた→10 人に対し貸付を行い介護人材確保につなが

った。 

（１）事業の有効性 

他業種で働いていた方に研修を実施し貸付を行うことで、

迅速に新たな人材を確保することができた。 

（２）事業の効率性 

福祉人材センターや労働局と連携し、広報活動に努めた。 

その他 Ｒ５事業規模 4,078 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.12】 

多様な人材層に対する介護人材キャリ

アアップ研修支援事業 

【総事業費】 

36,471 千円 

【うち R5 事業費】 

927 千円 

事業の対象となる区域 全県域 

事業の実施主体 県、医療・介護団体、NPO、施設及び介護事業所 

事業の期間 令和 3年 4月 1日～令和 6年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

・高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築

を図る。 

アウトカム指標： 介護サービス従事者の離職率 

事業の内容（当初計画） ① 介護職員等喀痰吸引等研修事業 

② 多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修事

業 

③ ユニットケア型施設現地指導事業 

④ ホームヘルプパワーアップ作戦 

⑤ 福祉・介護人材育成確保支援事業 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

① 50 名修了 ② １５００人受講 ③ ４施設 

④ 480 人受講 ⑤ 50 人受講  

アウトプット指標（達成

値） 

①92 人修了②608 人受講③⑤感染拡大により中止④194 人

受講 

事業の有効性・効率性 介護サービス従事者の離職率を減らすことで介護の質の向

上が図られた。 

観察できた→事業所の多様な研修の実施を支援することで

介護人材の質の向上が図れた。 

（１）事業の有効性 

中堅職員向けのマネジメント研修、喀痰吸引研修・認知症

ケア研修等、多様な研修を支援することで、介護サービス

の質の向上が図れた。 

（２）事業の効率性 

関係団体、事業者が自らの創意工夫により実施する研修に

補助することで効率的な執行ができた。 

その他 Ｒ５事業規模 46,319 千円（Ｒ元 8,830 千円、Ｒ2 33,186

千円充当） 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.13】 

介護支援専門員資質向上事業 

【総事業費】 

19,681 千円 

【うち R5 事業費】 

343 千円 

事業の対象となる区域 全県域 

事業の実施主体 福島県 

事業の期間 令和 3年 4月 1日～令和 6年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

・高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築

を図る。 

アウトカム指標： 介護関連職種人材の増加が図られる。 

事業の内容（当初計画） ・介護支援専門員として実際に業務に携わる人を対象に、

実務に必要な知識や技術等の向上を図る研修を行う。 

①介護支援専門員専門研修Ⅰ ②介護支援専門員専門研修

Ⅱ ③主任介護支援専門員研修 ④主任介護支援専門員更

新研修 ⑤介護支援専門員地域同行型 ⑥介護支援専門員

従事者確保事業 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・研修回数、受講者 

①1回 250 人、②2 回 600 人、③1回 200 人、 

④1回 200 人、⑤1 回 10 人、⑥3回延べ 330 人 

アウトプット指標（達成

値） 

・研修回数、受講者 

①4回 123 人、②12 回 447 人、③2回 112 人、 

④４回 224 人、⑤新型コロナウイルス感染症の影響により

中止、⑥22 回延べ 919 人 

事業の有効性・効率性 ①～④は、少人数性の演習やオンラインによる講義、受講

評価テストを実施したことで、知識の定着が図れた。 

（１）事業の有効性 

受講前後にアンケート調査を行った結果、受講後の回答で

「概ねできる」の割合が受講前より上がっていたことから、

能力向上に有効であった。 

（２）事業の効率性 

職能団体である福島県介護支援専門員協会に委託したこと

で、受講者の募集や講師の選定など効率的に事業を執行す

ることができた。 
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その他 Ｒ５事業規模 17,091 千円（Ｒ2 1,898 千円充当） 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.14】 

潜在介護福祉士の再就業促進事業 

【総事業費】 

1,091 千円 

【うち R5 事業費】 

471 千円 

事業の対象となる区域 全県域 

事業の実施主体 県、市町村、医療・介護団体、NPO、施設及び介護事業所 

事業の期間 令和 3年 4月 1日～令和 6年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

・高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築

を図る。 

アウトカム指標： 介護サービス従事者数の増。 

事業の内容（当初計画） ・潜在介護福祉士が介護分野への再就業のための知識や技

術を再確認するための研修等を実施して、潜在介護福祉士

の再就職を図る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・２０人受講 

アウトプット指標（達成

値） 

再就職支援セミナー3回 11 名受講 

事業の有効性・効率性 ・潜在介護福祉士の再就業を促すことで、介護人材の確保

が図られた。 

観察できた→介護の仕事に魅力と働きがいを感じて参入の

ための契機として、潜在介護福祉士の再就職が図られた。 

（１）事業の有効性 

潜在介護福祉士の再就業する際の不安が軽減され、介護人

材の確保が図られ、3 名が求職登録した。 

（２）事業の効率性 

補助事業として実施することで、意欲のある人材の確保に

つながった。 

その他 Ｒ５事業規模 1,271 千円（Ｒ2 800 千円充当） 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.15】 

認知症ケアに携わる人材の育成のため

の研修事業 

【総事業費】 

10,742 千円 

【うち R5 事業費】 

205 千円 

事業の対象となる区域 全県域 

事業の実施主体 福島県 

事業の期間 令和 3年 4月 1日～令和 6年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

・高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築

を図る。 

アウトカム指標： 認知症対応薬局整備数 211 薬局→230

薬局 

認知症対応人材の増加が図られる 

事業の内容（当初計画） ・認知症介護基礎研修、認知症対応型サービス事業開設者

研修 

・管理者研修、小規模多機能型サービス等計画作成担当者

研修 

・認知症介護指導者フォローアップ研修 

・認知症対応力向上研修会の開催 

・認知症対応薬局研修会の開催 

・認知症対応薬局フォローアップ研修会の開催 

・認知症対応薬局の普及啓発 

・介護サービス事業所の管理者等に対する、認知症ケアに

必要な知識や技術を習得するための研修を実施する 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・認知症介護基礎研修 200 人受講 

・認知症対応型サービス事業開設者研修 20 人受講 

・認知症対応型サービス事業管理者研修  100 人受講 

・小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修 50 人受講  

・認知症指導者フォローアップ研修  2 名派遣 

・認知症対応力向上研修会、認知症対応薬局研修会、認知症

対応薬局フォローアップ研修会 300 人受講 

・認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 150 人

受講 

アウトプット指標（達成

値） 

・認知症介護基礎研修   123 人受講 

・認知症対応型サービス事業開設者研修  13 人受講 

・認知症対応型サービス事業管理者研修  67 人受講 
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・小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修 29 人受講  

・認知症指導者フォローアップ研修  2 名派遣 

・認知症対応力向上研修会 224 人、認知症対応薬局研修会 

58 人、認知症対応薬局フォローアップ研修会は、アンケー

ト事業へ変更 

・認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 232 人

受講 

事業の有効性・効率性 ・認知症の人に対する介護サービスの質の向上が図られた。 

・認知症対応薬局整備数は 219 薬局となった。 

・患者の認知機能が低下している恐れがあると気づき、多

職種連携を行った認知症対応薬局数は、アンケート結果で

154 薬局中 60 薬局（39.0％）であった 

（１）事業の有効性 

・認知症ケアに必要な知識や技術の習得により、認知症の

人に対する介護サービスの質の向上が図られた。 

・認知症薬局対応を整備することは、高齢者やその家族が

気軽に相談できる場の提供を可能とするだけでなく、早期

発見、早期治療を行うことにより、病状の進行を遅らせる

ことができる。 

（２）事業の効率性 

・国の指定機関が実施する指導者養成研修の終了者の協力

を得ながら企画し、県の実情にあった研修事業を実施して

きた実績のある団体に委託することで効率的に執行するこ

とができた。 

・各種研修開催実績のある県薬剤師会に、認知症対応力向

上研修会の開催や啓発資材の作成を委託することにより、

事業を効率的に実施することができた。 

その他 Ｒ５事業規模 10,678 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.16】 

認知症施策推進事業 

【総事業費】 

5,929 千円 

【うち R5 事業費】 

224 千円 

事業の対象となる区域 全県域 

事業の実施主体 福島県 

事業の期間 令和 3年 4月 1日～令和 6年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

・高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築

を図る。 

アウトカム指標： 認知症対応人材の増加が図られる 

事業の内容（当初計画） 認知症の対応力向上に関する研修会の開催及び受講支援 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・地域支援関係者認知症対応力向上研修 

・かかりつけ医認知症対応力向上研修 

・歯科医師の認知症対応力向上研修 

・看護職員の認知症対応力向上研修 

・認知症サポート医養成研修 

・認知症初期集中支援チーム員研修 

・認知症地域支援推進員研修 

アウトプット指標（達成

値） 

・地域支援関係者認知症対応力向上研修：６圏域で実施 

・かかりつけ医認知症対応力向上研修：修了者７５名 

・歯科医師認知症対応力向上研修：修了者９８名 

・看護職員認知症対応力向上研修：修了者４１名 

・認知症サポート医養成研修：１５名 

・認知症初期集中支援チーム員研修：１９名 

・認知症地域支援推進員研修：４９名 

事業の有効性・効率性 認知症の早期発見・早期対応につながった。 

（１）事業の有効性 

認知症に対応可能な専門職を養成することにより、認知症

の早期発見・早期対応が図られた。 

（２）事業の効率性 

国の指定機関が実施するサポート医養成研修の修了者の協
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力を得ながら企画し、県の実情にあった研修事業をしてき

た実績のある団体に委託することで効率的に執行すること

ができた。 

その他 Ｒ５事業規模 6,917 千円（Ｒ2 3,922 千円充当） 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.17】 

福島県認知症サポーターパワーアップ

事業 

【総事業費】 

804 千円 

【うち R5 事業費】 

370 千円 

事業の対象となる区域 全県域 

事業の実施主体 福島県 

事業の期間 令和 3年 4月 1日～令和 6年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

認知症の人が住み慣れた地域の中で、安心して生活できる

体制の構築を図る。 

アウトカム指標： 市町村におけるチームオレンジに関する

理解を図る。 

事業の内容（当初計画） 令和７年度までに全市町村でのチームオレンジ設置を目的

に、令和３年度は関係者との検討会議を開催し、各市町村

職員を対象としたチームオレンジ設置に向けた研修会等を

実施する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

市町村職員を対象とした研修会等の開催 

アウトプット指標（達成

値） 

・関係者との検討会実施（3回） 

・チームオレンジ研修会開催 

事業の有効性・効率性 市町村職員のチームオレンジに関する理解醸成が図られ

た。 

（１）事業の有効性 

市町村職員のチームオレンジ設置の目的や取組等への理解

が図られた。 

（２）事業の効率性 

認知症施策関係者と共に研修内容等について検討し、研修

実施を効率的に進めた。 

その他 Ｒ５事業規模 434 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.18】 

地域包括ケアシステム構築・推進に資

する人材育成・資質向上事業 

【総事業費】 

19,518 千円 

【うち R5 事業費】 

9,180 千円 

事業の対象となる区域 全県域 

事業の実施主体 県、市町村、医療・介護団体、NPO、施設及び介護事業所 

事業の期間 令和 3年 4月 1日～令和 6年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

・高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築

を図る。 

アウトカム指標： － 

事業の内容（当初計画） ①地域包括ケアシステム深化推進事業。 

②生活支援体制整備推進事業。 

③在宅医療・介護連携支援センター設置促進事業。 

④その他地域包括ケアシステムに資する人材育成・資質向

上事業 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

①実施事業数 20 ②SC 養成研修等 2 回開催    

③配置センター 1  ④8 団体 

アウトプット指標（達成

値） 

①実施事業数 17  ②SC 養成研修等 3 回開催    

③配置センター 1   ④実施４団体  

事業の有効性・効率性 ①市町村における自立支援型地域ケア会議の充実や医療機

関との連携体制整備、住民主体の通いの場の充実等が推進

された。②生活支援コーディネーターの役割等の理解促進

や実践力向上が図られたほか、地域包括支援センター等と

の連携が促進した。③在宅医療・介護連携支援センターを

設置し、在宅医療・介護連携推進事業が推進された。④薬剤

師会やリハビリテーション専門職団体などが、地域包括ケ

アシステム構築に資する人材育成研修会を実施した。 

（１）事業の有効性 

①市町村への補助のため、実情に即した地域包括ケアシス

テムの深化・推進に資するものとなった。②関係機関等で

認識を共有することで、連携体制の強化が図られた。③在

宅医療・介護連携支援センターを設置し、在宅医療・介護連

携推進事業が推進された。④医療・介護連携を推進するた

めの人材の資質向上が図られた。 
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（２）事業の効率性 

①市町村へ直接補助するため、取組を迅速に進めることが

できた。②オンライン活用で対象人数を増やし、より多く

の関係部署・関係者に参加いただいた。③在宅医療・介護連

携支援センターを設置し、広域での在宅医療・介護連携推

進事業が推進された。④補助を実施することにより効率的

に研修を進めることができた。 

その他 Ｒ５事業規模 32,566 千円（Ｒ元 9,908 千円、Ｒ2 13,477

千円充当） 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.20】 

介護予防の推進に資する OT、PT、ST 指

導者育成事業 

【総事業費】 

221 千円 

うち R5 事業費】 

52 千円 

事業の対象となる区域 全県域 

事業の実施主体 リハビリテーション関係団体 

事業の期間 令和 3年 4月 1日～令和 6年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

・高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築

を図る。 

アウトカム指標： 介護サービス従事者の離職率 

事業の内容（当初計画） ・OT、PT、ST に対して研修を実施して、介護予防の推進

に資する指導者の育成を図る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・100 人受講 

アウトプット指標（達成

値） 

・70 人受講 

事業の有効性・効率性 ・介護予防推進に携わる人材の確保が図られた。 

観察できた→介護予防事業におけるリハビリテーション専

門職の役割、具体的な方法について理解が深められた。 

（１）事業の有効性 

介護予防事業におけるリハビリテーション専門職の役割、

具体的な方法について理解が深まることで、介護予防に携

わる人材の資質向上が図れた。 

（２）事業の効率性 

作業療法士会、理学療法士会、言語聴覚士会の県内団体が

一体的に実施することで事業が効率的に執行された。 

その他 Ｒ５事業規模 621 千円（Ｒ元 569 千円充当） 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.21】 

若手介護職員交流推進事業 

【総事業費】 

1,354 千円 

【うち R5 事業費】 

1,019 千円 

事業の対象となる区域 全県域 

事業の実施主体 県 

事業の期間 令和 3年 4月 1日～令和 6年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

・高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築

を図る。 

アウトカム指標： 介護サービス従事者の離職率 

事業の内容（当初計画） 県内の福祉・介護施設等に新たに就職した職員を一同に集

め、先輩職員から介護業務についての体験談やアドバイス

を発表してもらうとともに、交流会を開催して参加者相互

の親睦を深め、福祉・介護に対するモチベーションを高め

てもらう。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

250 名参加 

アウトプット指標（達成

値） 

770 名参加 

事業の有効性・効率性 観察できた→県から激励のメッセージを受け取り、また先

輩職員からの体験談やアドバイス受けることで、福祉・介

護の仕事に対するモチベーションアップにつながった。 

（１）事業の有効性 

知事メッセージや、先輩職員からのメッセージを見ること

で、新人介護職員の定着促進につながった。 

（２）事業の効率性 

県が実施することで、効率的に実施することができた。 

その他 Ｒ５事業規模 2,669 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.22】 

メンター制度の導入を実施することに

より、職場内での新人教育の育成体制

の強化を図ることができた。 

【総事業費】 

2,304 千円 

【うち R5 事業費】 

705 千円 

事業の対象となる区域 全県域 

事業の実施主体 市町村 

事業の期間 令和 3年 4月 1日～令和 6年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

・高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築

を図る。 

アウトカム指標： 介護サービス従事者の離職率 

事業の内容（当初計画） 新人介護職員が定着に資する制度実施のための研修会を開

催する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

5 人受講 

アウトプット指標（達成

値） 

67 人受講 

事業の有効性・効率性 エルダー・メンター制度の導入説明会を実施することで、

若手職員の離職防止につながる制度が理解された。 

（１）事業の有効性 

エルダー・メンター制度の導入説明会を実施することで、

若手職員の離職防止と定着促進につながった。 

（２）事業の効率性 

地域の課題に取り組むため、市町村に補助することで、効

率的に実施することができた。 

その他 Ｒ５事業規模 5,277 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.23】 

管理者に対する雇用管理改善方策普

及・促進事業 

【総事業費】 

13,374 千円 

【うち R5 事業費】 

615 千円 

事業の対象となる区域 全県域 

事業の実施主体 県、市町村、医療・介護団体、NPO、施設及び介護事業所 

事業の期間 令和 3年 4月 1日～令和 6年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

・高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築

を図る。 

アウトカム指標： 介護サービス従事者の離職率 

事業の内容（当初計画） ①人事管理等研修 

②新人職員 OJT 研修普及事業 

③専門課題別管理職研修 

④その他労働環境及び処遇改善事業所の普及促進事業 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

①3回 360 名受講 

②3回 360 名受講 

③7回 400 名受講 

アウトプット指標（達成

値） 

①3回 54 名受講 

②3回 190 名受講 

③7回 264 名受講 

④施設表彰 5、職員表彰 30 名 

事業の有効性・効率性 ・介護職員が働き続けられる環境整備が図られた。 

観察できた→キャリアパス制度理解・運用についての知識

やノウハウ取得し、介護職員が働き続けられる環境整備が

図られた。 

（１）事業の有効性 

施設管理者等に対し人事管理研修や、専門別の管理職研修

を実施することで介護職員の離職防止や雇用継続につなが

った。 

（２）事業の効率性 

県社協への委託し創意工夫により実施する研修にすること

で効率的な執行ができた。 

その他 Ｒ５事業規模 615 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.28】 

介護従事者の子育て支援のための施設

内保育施設運営支援事業 

【総事業費】 

2,312 千円 

【うち R5 事業費】 

1,471 千円 

事業の対象となる区域 全県域 

事業の実施主体 施設及び介護事業所 

事業の期間 令和 3年 4月 1日～令和 6年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

・高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築

を図る。 

アウトカム指標： 介護サービス従事者の離職率 

事業の内容（当初計画） ・介護事業所における保育施設の運営を支援する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・2法人支援 

アウトプット指標（達成

値） 

・1法人支援 

事業の有効性・効率性 ・子育て世代の介護職員の人材の確保・定着が図れた。 

観察できた→子育て世代の介護職員が働き続けられる環境

整備につながった。 

（１）事業の有効性 

介護事業所で働きながら子育てできる環境の構築を支援す

ることで、人材の確保・定着が図れた。 

（２）事業の効率性 

事業所の運営する保育施設を直接補助することにより、効

率的な執行ができた。 

その他 Ｒ５事業規模 3,127 千円（Ｒ元 607 千円、Ｒ2 1,048 千円充

当） 

 

  


